
個人 法人 個人 法人

〇 〇 〇 〇

〇 〇

④　①～③以外の事業

例：マリンレジャー事業、旅
客事業(クルーズ船、遊覧船)
等

例：離島居住
者の通勤、通
学用

例：学校法
人、公益財団
法人、一般財
団法人等

例：定期、不定期航路事業、
内航海運事業、貨物事業、港
湾運送事業　等

法人

事
業
者
の
証
明

該当の業に必要な許認可、条例の登録証、組合
員証、広報物　等
例：海上運送法、内航海運業法、遊漁船業法、
港湾運送事業法等の規定に基づく「許可書」又
は「届出書」、工事等の許可書、公式HP、紙面
広告等の広報物〔WEB、紙媒体〕等

個人事業の開廃業等届出書
※難しい場合は、個人事業開業届出済証明書、
納税証明書、青色又は白色確定申告書、営業証
明書　等

船舶確認書類

①レクリエーション事業 ②交通用 ③教育・研究用

個人

事
業
実
績

教育・研究機関の資料及び船舶を使用する講
義・研究活動等が分かる資料

〇

売上の確認できる書類の写し

居住地の確認ができる書類の写し（代理人によ
る申請の場合は代理人分も提出）
例：マイナンバーカード(顔写真ありの表面の
み)の写し、保険証の写し、免許証の写し

〇

通勤証明書又は通学証明書 〇

法人の場合
例：決算書、損益計算書、海上運送法に基づく
使用船舶明細書　等
※決算書、損益計算書については、法人名が記
入されているもの

　※　業種を「船舶」から「漁船」に書換（変更）する場合
　　　　上記の「船舶確認書類」の代わりに、「漁船登録票の写し（裏面も要）」及び「漁業を営んでいることが
　　　確認できる書類」を御提出ください。　【例】確定申告書、決算書、漁業許可証、所属漁協による証明書等

〇 〇

個人の場合
例：決算書、船舶を使用したことにより徴した
使用料の請求書、海上運送法に基づく使用船舶
明細書　等

〇 〇


